




 この報告書は、文部科学省が令和5年度に実施した学校基本調査（基幹統計調査）について、山口県

の調査結果（確定数）を取りまとめたものです。
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利 用 に あ た っ て

１ 報告書の数値は、原則として国立、公立及び私立の合計数を掲載している。

２ 令和４年度以前の数値は、文部科学省「学校基本調査報告書」による。ただし、この文部科学省「報告

 書」に記載されていない数値は、山口県統計分析課集計表による。

３ 本年度の数値は、文部科学省「学校基本統計」、山口県統計分析課集計表による。

４ この報告書の数値は文部科学省「学校基本統計」と異なる場合がある。

５ 統計表の中の記号は次のように使う。

   「 － 」      計数がない場合又は該当者がいない場合

   「0.0 」・「0.00」 計数が単位未満の場合

   「 … 」      計数出現があり得ない場合又は調査対象とならなかった場合

   「 Ｘ 」      個々の調査対象に関する事項が特定されるおそれがあるため、若しくは標本サ

             イズが小さい又は標準誤差が大きいため統計数値を公表しない場合

   「 △ 」      減少を示す

６ 比率算出については、特段の説明がない限り小数点第２位を四捨五入している。

  このため、各構成比を合計しても１００．０にならない場合がある。

７ 市町の名称については、令和５年４月１日現在の市町名で表示している。

８ この報告書についてのお問い合わせ先

    山口県総合企画部 統計分析課 経済学事統計班

     〒753-8501 山口市滝町１－１

     電 話 (083)933-2660

     ＦＡＸ (083)933-2669
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調　査　の　概　要

１　調査の目的

　　学校教育行政に必要な学校に関する基本的事項を明らかにすることを目的とする。

２  調査周期

　　昭和２３年度より毎年実施。

３　調査期日

　　令和５年５月１日現在。

　　ただし、「卒業後の状況調査」は令和４年度間の卒業者について、令和５年５月１日現在。

４　調査対象

　　幼稚園、幼保連携型認定こども園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別

　　支援学校、大学、短期大学、高等専門学校、専修学校及び各種学校並びに市町教育委員会

　（注１）大学、短期大学、高等専門学校及び国立学校については、文部科学省の直接調査となっている。

　（注２）国立の学校には、国立大学法人及び独立行政法人国立高等専門学校機構の設置する学校を、公

　　　　立の学校には、公立大学法人の設置する大学及び高等専門学校をそれぞれ含む。

５　調査の種類、調査事項及び報告義務者・作成者

調　査　の　種　類 調　　査　　事　　項 報 告 義 務 者・作 成 者

学級数、教員及び職員数、

学 校 調 査 在学者数、入学者数及び 学 校 長

卒業者数等

教員及び職員数、生徒数、

入学者数等

卒業者数（令和４年３月）、

卒業者の進学・就職等の状況

就学免除者数、就学猶予者数、

不就学学齢児童生徒調査 １年以上居所不明者数及び令 市 町 教 育 委 員 会

和４年度間の死亡者数

土地又は建物の用途別、構造 学 校 設 置 者

別等の面積 学 校 長

学 校 通 信 教 育 調 査 同 上

卒 業 後 の 状 況 調 査 同 上

学 校 施 設 調 査
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６　調査系統

県立中学校、中等教育学校及び特別支援学校

文部科学 の長 ……………………………………………… 学校調査、卒業後の状況調査

大　　臣 県 知 事 県立・市町立・私立高等学校の長 …………… 学校調査、学校通信教育調査、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　卒業後の状況調査

県立専修学校の長 ……………………………… 学校調査、学校施設調査

私立高等学校の設置者 ………………………… 学校施設調査

市町立幼稚園、幼保連携型認定こども園、小学

校及び専修学校の長 …………………………… 学校調査

私立幼稚園、幼保連携型認定こども園、小学校、

専修学校及び各種学校の長 …………………… 学校調査

市 町 長 市町立・私立中学校の長 ……………………… 学校調査、卒業後の状況調査

市町立幼保連携型認定こども園、専修学校

の長 ……………………………………………… 学校施設調査

私立幼稚園、幼保連携型認定こども園、小学校、

中学校、専修学校及び各種学校の設置者 …… 学校施設調査

市町教育委員会 ………………………………… 不就学学齢児童生徒調査

国立幼稚園及び小学校の長 …………………… 学校調査

国立中学校、特別支援学校、大学及び高等専

門学校の長 ……………………………………… 学校調査、卒業後の状況調査

県立・市立・私立大学及び短期大学の長 …… 学校調査、卒業後の状況調査

国立大学及び高等専門学校並びに県立・市立

・私立大学及び短期大学の設置者 …………… 学校施設調査

７　本年度調査の主な変更点

 　 　なし
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Ⅱ　学校調査・学校通信教育調査（高等学校）

１　幼稚園

（１）園数

　幼稚園数は１５５園（すべて本園）で、前年度より１園減少している。（表１）

表１　設置者別幼稚園数

（幼稚園）

　在園者数別にみると、在園者数が０～５０人の園が６９園（全学校数の４４．５％）、５１～１００

人の園が４３園（同２７．７％）、１０１～１５０人の園が１７園（同１１．０％）、１５１～２００

人の園が１６園（同１０．３％）などとなっている。（表２）

表２　在園者数別幼稚園数

（幼稚園）

（２）学級数

　学級数は、６６９学級（園児数「０人」の学級２５学級を含む。）で、前年度より７学級減少してい

る。（統計表第２表）

　園児数「０人」の学級を除いて、収容人員別に学級数をみると、収容人員１～１５人の学級が２１４

学級（全学級数の３３．２％）、２１～２５人の学級が１８１学級（同２８．１％）、１６～２０人の

学級が１３９学級（同２１．６％）、２６～３０人の学級が９２学級（同１４．３％）などとなってい

る。

　１学級当たりの園児数は１８．０人となっている。（表３）

国 立 公   立 私 立
区 分 計 うち 本  園

分園 (本園) 県立 市立 町立
令和元年度 170 － 1 33 － 31 2 136 136

2 166 － 1 31 － 29 2 134 134
3 162 － 1 29 － 27 2 132 132
4 156 － 1 25 － 23 2 130 130
5 155 － 1 24 － 22 2 130 130

私立計 本園公立計

０～ 51～ 101～ 151～ 201～ 251～ 301～ 401人

区 分 計
50人 100人 150人 200人 250人 300人 400人 以上

令和元年度 170 72 43 21 19 7 4 4 －
2 166 67 48 18 18 11 1 3 －
3 162 68 47 17 15 12 1 2 －
4 156 70 40 18 16 10 － 2 －
5 155 69 43 17 16 8 － 2 －

国  立 1 － 1 － － － － － －
公  立 24 23 1 － － － － － －
私  立 130 46 41 17 16 8 － 2 －
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表３　収容人員別学級数

（幼稚園）

注）園児数「０人」の学級は含まれていない。

（３）園児数

　園児数は１１，５８３人（男子５，８７１人、女子５，７１２人）で、前年度より６８０

人（５．５％）減少している。（表４）

表４　園児数

（幼稚園）

（４）入園者数及び就園率

　入園者数は２，３４６人で、前年度より１８７人（７．４％）減少している。（表５）

　就園率（小学校第１学年児童数に対する幼稚園修了者数の比率）は４５．２％で、前年度

より０．２ポイント下落し、全国平均を９．８ポイント上回っている。（表６、図２）

表５　入園者数

（幼稚園）

１～ １６～ ２１～ ２６～ ３１～ ３６～ ４１人 １学級
区 分 計 当たり

１５人 ２０人 ２５人 ３０人 ３５人 ４０人 以上 園児数
令和元年度 718 187 129 176 170 46 7 3 20.2

2 688 174 129 181 159 39 6 － 20.2
3 674 171 148 180 149 23 2 1 19.4
4 656 185 163 176 106 21 5 － 18.7
5 644 214 139 181 92 18 － － 18.0

国 立 4 2 1 － 1 － － －
公 立 48 42 5 － 1 － － －
私 立 592 170 133 181 90 18 － －

区 分 計 ３ 歳 ４ 歳 ５ 歳 国 立 公 立 私 立

令和元年度 14,505 7,490 7,015 4,553 4,834 5,118 95 1,021 13,389
2 13,873 7,107 6,766 4,353 4,715 4,805 89 801 12,983
3 13,104 6,754 6,350 4,137 4,321 4,646 86 665 12,353
4 12,263 6,250 6,013 3,819 4,134 4,310 84 515 11,664
5 11,583 5,871 5,712 3,635 3,822 4,126 75 392 11,116

男 女

区 分 計 ３ 歳 ４ 歳 ５ 歳

令和元年度 3,734 3,151 465 118
2 3,374 2,824 408 142
3 3,035 2,543 324 168
4 2,533 2,196 230 107
5 2,346 2,021 223 102
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表６　就園率

（幼稚園）

（注）　就園率＝（Ａ）÷（Ｂ）×１００　　※小数点第２位四捨五入

図２　就園率の推移（幼稚園）

 

 

（５）教職員数

　　　教員数（本務者）は１，４０５人（男性９７人、女性１，３０８人）で、前年度より２８

　　人（２．０％）増加している。（表７）

　　　教員数（本務者）のうち、女性の占める比率は９３．１％で、前年度より０．２ポイント

　　下落している。（参考表）

　　　本務教員１人当たりの園児数は８．２人で、全国平均よりも１．７人少ない。（表８）

　　　職員数（本務者）は２４３人で、前年度より４人（１．７％）増加している。（表９）

45.2

35.4

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

昭40 45 50 55 60 平2 7 12 17 22 27 令2 5

山口県

全 国

年度

％

幼 稚 園 小学校１学年
区 分 修了者数 児   童   数

(Ａ) (Ｂ) 山 口 県 全  国
昭和30年度 9,020 45,999 19.6 20.1

40 10,341 25,579 40.4 41.3
50 13,621 24,829 54.9 63.5
60 12,121 21,450 56.5 63.7

平成７   8,553 15,207 56.2 63.2
17 6,890 13,364 51.6 58.4
27 5,669 11,485 49.4 53.5

令和元年度 5,162 10,718 48.2 42.6
2 5,131 10,564 48.6 40.5
3 4,860 10,095 48.1 38.7
4 4,627 10,191 45.4 37.2
5 4,337 9,586 45.2 35.4

就 園 率（％）
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表７　教員数（本務者）

（幼稚園）

表８　本務教員１人当たりの園児数

（幼稚園）

（注）　本務教員１人当たりの園児数＝園児数計÷本務教員数計　　※小数点第２位四捨五入

（参考表）本務教員に占める女性

表９　職員数（本務者） 　　　　　教員の比率（幼稚園）

（幼稚園）　　　 （％）

昭 和 昭 和 昭 和 昭 和 平 成 平 成 平 成 令 和 令 和 令 和 令 和 令 和
30年度 40年度 50年度 60年度 ７年度 17年度 27年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度

山 口 県 24.7 23.1 25.7 20.9 16.5 14.8 13.1 10.7 10.2 9.7 8.9 8.2
全 国 25.8 25.2 26.8 21.0 17.6 15.8 13.8 12.2 11.8 11.2 10.5 9.9

区 分

区 分 国 立 公 立 私 立

令和元年度 1,361 100 1,261 8 127 1,226
2 1,363 98 1,265 8 108 1,247
3 1,350 93 1,257 8 98 1,244
4 1,377 92 1,285 8 97 1,272
5 1,405 97 1,308 8 93 1,304

園   長 133 68 65 － 20 113
副 園 長 53 15 38 1 － 52
教   頭 13 1 12 － － 13
主 幹 教 諭 59 － 59 － 1 58
指 導 教 諭 19 － 19 － － 19
教   諭 1,094 13 1,081 6 69 1,019
助 教 諭 19 － 19 － 1 18
養 護 教 諭 3 － 3 1 － 2
養護助教諭 － － － － － －
栄 養 教 諭 7 － 7 － － 7
講   師 5 － 5 － 2 3

計
男 女

用 務 員
区 分 計 事務職員 養護職員 警 備 員

そ の 他
令和元年度 250 106 1 143

2 241 104 1 136
3 239 105 1 133
4 239 105 1 133
5 243 111 1 131

区 分 山口県 全 国
昭和30年度 90.1 91.6

40 90.4 92.8
50 92.1 94.2
60 91.5 93.8

平成 ７     92.2 93.9
17 92.1 93.8
27 92.1 93.4

令和元   92.7 93.4
2 92.8 93.4
3 93.1 93.4
4 93.3 93.4
5 93.1 93.4
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２　幼保連携型認定こども園

（１）園数

　幼保連携型認定こども園数は３５園（すべて本園）で、前年度より４園増加している。

（表１０）

表１０　設置者別園数 （幼保連携型認定こども園）

　在園者数別にみると、在園者が５１～１００人の園が２１園（全学校数の６０．０％）、０～

５０人の園が９園（同２５．７％）、１０１～１５０人の園が３園（同８．６％）、１５１～２

００人及び２０１人以上の園がいずれも１園（同２．９％）となっている。（表１１）

表１１　在園者数別園数

（幼保連携型認定こども園）

（２）学級数

　学級数は、１３５学級（園児数「０人」の学級０学級を含む。）で、前年度より７学級増加し

ている。（統計表第３表）

　園児数「０人」の学級を除いて、収容人員別に学級数をみると、収容人員が１６～２０人の学

が４９学級（全学級数の３６．３％）、１～１５人の学級が３８学級（同２８．１％）、２１～

２５人の学級が２５学級（同１８．５％）、２６～３０人の学級が１９学級（同１４．１％）な

どとなっている。

　１学級当たりの園児数（３～５歳児）は２６．６人となっている。（表１２）

表１２　収容人員別学級数

（幼保連携型認定こども園）

注）園児数「０人」の学級は含まれていない。

区 分 計 うち 国立
分園 県立 市立 町立 県立 市立 町立

令和元年度 23 － － 10 － 9 1 － － － 13 13
2 29 － － 13 － 12 1 － － － 16 16
3 30 － － 13 － 12 1 － － － 17 17
4 31 － － 14 － 13 1 － － － 17 17
5 35 － － 15 － 14 1 － － － 20 20

公立計

公    立 私 立
本  園 分  園

私立計 本園

０～ 51～ 101～ 151～ 201人
50人 100人 150人 200人 以上

令和元年度 23 7 9 6 1 －
2 29 7 16 5 1 －
3 30 8 16 4 1 1
4 31 10 16 3 1 1
5 35 9 21 3 1 1

国  立 － － － － － －
公  立 15 6 6 2 1 －
私  立 20 3 15 1 － 1

計区 分

１～ １６～ ２１～ ２６～ ３１～ ３６～ ４１人
１５人 ２０人 ２５人 ３０人 ３５人 ４０人 以 上

令和元年度 92 24 21 28 8 10 － 1 27.9
2 115 34 30 32 9 10 － － 26.5
3 122 33 35 27 19 7 － 1 27.0
4 126 38 38 28 20 2 － － 25.5
5 135 38 49 25 19 4 － － 26.6

国  立 － － － － － － － －
公  立 58 21 24 7 5 1 － －
私  立 77 17 25 18 14 3 － －

区 分
１学級当た
り園児数

計
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（３）園児数

　園児数は３，５９６人（男子１，８８４人、女子１，７１２人）で、前年度より３８０

人（１１．８％）増加している。（表１３）

表１３　園児数

（幼保連携型認定こども園）

（４）入園者数及び就園率

　入園者数（３～５歳）は４６９人で、前年度より１１５人（３２．５％）増加している。（表１４）

　就園率（小学校第１学年児童数に対する幼保連携型認定こども園修了者数の比率）は８．３％

で、前年度より０．１ポイント下落し、全国平均を１３．０ポイント下回っている。（表１５）

表１４　入園者数

（幼保連携型認定こども園）

表１５　就園率

（幼保連携型認定こども園）

（注）　就園率＝（Ａ）÷（Ｂ）×１００　　※小数点第２位四捨五入

（５）教育・保育職員数

　教育・保育職員数（本務者）は６０８人（男性３７人、女性５７１人）で、前年度より９０人

（１７．４％）増加している。（表１６）

　教育・保育職員数（本務者）のうち、女性の占める比率は９３．９％で、前年度より０．３ポ

イント上昇している。（参考表）

　本務教育・保育職員１人当たりの園児数は５．９人で、全国平均と同数となっている。（表１７）

　その他の職員数（本務者）は１１４人で、前年度より４人（３．４％）減少している。（表１８）

区 分 計 ０ 歳 １ 歳 ２ 歳 ３ 歳 ４ 歳 ５ 歳 公 立 私 立

令和元年度 2,566 1,309 1,257 63 259 347 616 633 648 1,224 1,342
2 3,051 1,578 1,473 92 317 412 700 770 760 1,377 1,674
3 3,299 1,705 1,594 96 361 433 751 800 858 1,324 1,975
4 3,216 1,651 1,565 92 360 448 744 780 792 1,305 1,911
5 3,596 1,884 1,712 123 422 515 808 798 930 1,349 2,247

男 女

区 分

令和元年度 551 288 142 121
2 630 354 153 123
3 347 259 53 35
4 354 263 56 35
5 469 314 75 80

計 ３ 歳 ４ 歳 ５ 歳

区 分

令和元年度 576 10,718 5.4 14.3
2 678 10,564 6.4 16.6
3 754 10,095 7.5 18.6
4 860 10,191 8.4 20.0
5 793 9,586 8.3 21.3

全  国
修了者数 児   童   数

(Ａ) (Ｂ) 山 口 県

就 園 率（％）
幼保連携型認定こども園 小学校１学年
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表１６　教育・保育職員数（本務者）

（幼保連携型認定こども園）　　　

（幼保連携型認定こども園）　　　

 
（注）本務教育・保育職員１人当たりの園児数＝園児数計÷本務教育・保育職員数計　

表１８　その他の職員数（本務者） （参考表）本務教育・保育職員に占める女性　

（幼保連携型認定こども園）　　　 　 教育・保育職員の比率

　（幼保連携型認定こども園）　（％）

表１７　本務教育・保育職員１人当たりの園児数

　  ※小数点第２位四捨五入

区 分 公 立 私 立

令和元年度 353 24 329 127 226
2 463 30 433 159 304
3 503 31 472 165 338
4 518 33 485 185 333
5 608 37 571 202 406

園   長 34 14 20 15 19
副 園 長 27 3 24 16 11
教   頭 2 1 1 － 2

主 幹 保 育 教 諭 33 3 30 6 27
指 導 保 育 教 諭 13 1 12 － 13
保 育 教 諭 483 15 468 163 320
助 保 育 教 諭 － － － － －
主 幹 養 護 教 諭 － － － － －
養 護 教 諭 5 － 5 1 4
養 護 助 教 諭 － － － － －
主 幹 栄 養 教 諭 2 － 2 － 2
栄 養 教 諭 9 － 9 1 8
講 師 － － － － －

計
男 女

平 成 令 和 令 和 令 和 令 和 令 和
27年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

山 口 県 7.7 7.3 6.6 6.6 6.2 5.9
全 国 7.5 6.3 6.3 6.2 6.0 5.9

区 分

区 分 計 事務職員 養護職員

令和元年度 77 15 10 43 9
2 104 19 13 61 11
3 109 21 10 69 9
4 118 20 14 74 10
5 114 19 17 68 10

調 理 員
用務員
警備員
その他

区分 山口県 全 国
平成27年度 95.2 94.3

令和元   93.2 94.7
2 93.5 94.8
3 93.6 94.7
4 93.6 94.8
5 93.9 94.7
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３　小学校

（１）学校数

　学校数は２９６校（本校２９２校、分校４校）で、前年度より２校減少している。（表１９）

表１９　設置者別学校数

（小学校）　 

（注）　休校中の学校を含む。また、国立及び私立には分校はない。

　児童数別にみると、児童数１～４９人の学校が８７校（全学校数の２９．４％）、５０～９９

人の学校が３７校（同１２．５％）、４００～４９９人の学校が２５校（同８．４％）、６００

～７９９人の学校が２３校（同７．８％）などとなっている。

　特別支援学級を置く学校は２３３校で、前年度と同数となっている。（表２０）

表２０　児童数別学校数

（小学校）

　（注）　「特別支援学級」とは、知的障害者など学校教育法第８１条第２項各号に該当する児童で編制されている学級をいう。

国 立 私 立
区 分 計 うち

分校 (本校) 計 市立 町立 計 市立 町立 (本校)
令和元年度 306 4 2 303 299 277 22 4 4 － 1
  ２   303 4 2 300 296 274 22 4 4 － 1
  ３   300 4 2 297 293 272 21 4 4 － 1
  ４   298 4 2 295 291 270 21 4 4 － 1
  ５   296 4 2 293 289 270 19 4 4 － 1

公     立

公立計
本  校 分  校

１～ ５０～ １００～ １５０～ ２００～ ２５０～
区 分 ４９人 ９９人 １４９人 １９９人 ２４９人 ２９９人

実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％
令和元年度 306 100.0 20 6.5 81 26.5 44 14.4 26 8.5 17 5.6 15 4.9 11 3.6
  ２   303 100.0 22 7.3 77 25.4 45 14.9 25 8.3 16 5.3 15 5.0 11 3.6
  ３   300 100.0 22 7.3 83 27.7 36 12.0 25 8.3 19 6.3 14 4.7 12 4.0
  ４   298 100.0 23 7.7 84 28.2 33 11.1 24 8.1 20 6.7 15 5.0 11 3.7
  ５   296 100.0 21 7.1 87 29.4 37 12.5 22 7.4 18 6.1 14 4.7 15 5.1

３００～ ４００～ ５００～ ６００～ ８００～ 1,000人
区 分 ３９９人 ４９９人 ５９９人 ７９９人 ９９９人 以上

実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％
令和元年度 20 6.5 23 7.5 19 6.2 22 7.2 8 2.6 － － 242 79.1
  ２   22 7.3 21 6.9 18 5.9 26 8.6 5 1.7 － － 242 79.9
  ３   20 6.7 23 7.7 18 6.0 21 7.0 7 2.3 － － 237 79.0
  ４   20 6.7 22 7.4 17 5.7 21 7.0 8 2.7 － － 233 78.2
  ５   15 5.1 25 8.4 15 5.1 23 7.8 4 1.4 － － 233 78.7

特別支援学級を置く
学校数 （再掲）

計 ０人
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（２）学級数

　学級数は３，１４０学級で、前年度より３８学級（１．２％）減少している。

　編制方式別にみると、単式学級２，２８４学級、複式学級１８７学級、特別支援学級６６９学級で、

前年度と比較すると、単式学級は６４学級減少、複式学級は３学級増加、特別支援学級は２３学級増

加している。

　１学級当たりの児童数は１９．７人で、全国平均より２．４人少ない。（表２１）

　収容人員別にみると、収容人員が２６～３０人の学級が８１８学級（全学校数の２６．１％）、７

人以下の学級が８０９学級（同２５．８％）、３１～３５人の学級が５８７学級（同１８．７％）な

どとなっている。（表２２）

表２１　編制方式別学級数及び児童数

（小学校）　

（注）１　「単式学級」とは、同学年の児童で編制されている学級をいう。

　　　２　「複式学級」とは、２以上の学年の児童で編制されている学級をいう。

　　　３　「特別支援学級」とは、学校教育法第81条第2項各号に該当する児童で編成されている学級をいい、単式学級、複式学級

　　　　には含めない。

表２２　収容人員別学級数

（小学校）

８～ １３～ ２１～ ２６～ ３１～ ３６～ ４１人
区 分 １２人 ２０人 ２５人 ３０人 ３５人 ４０人 以上

実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％
令和元年度 3,303 100.0 762 23.1 255 7.7 290 8.8 464 14.0 866 26.2 663 20.1 3 0.1 － －
  ２   3,268 100.0 765 23.4 234 7.2 312 9.5 500 15.3 818 25.0 638 19.5 1 0.0 － －
  ３   3,228 100.0 776 24.0 242 7.5 302 9.4 444 13.8 835 25.9 628 19.5 1 0.0 － －
  ４   3,178 100.0 782 24.6 237 7.5 283 8.9 410 12.9 856 26.9 607 19.1 3 0.1 － －
  ５   3,140 100.0 809 25.8 237 7.5 304 9.7 384 12.2 818 26.1 587 18.7 1 0.0 － －

計 ７人以下

１学級当たりの
区 分 児 童 数

学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 山口県 全 国
令和元年度 3,303 67,363 2,513 63,678 186 1,451 604 2,234 20.4 23.3
  ２   3,268 66,289 2,467 62,461 186 1,492 615 2,336 20.3 23.1
  ３   3,228 65,000 2,410 61,152 184 1,421 634 2,427 20.1 22.8
  ４   3,178 63,826 2,348 59,864 184 1,436 646 2,526 20.1 22.4
  ５   3,140 61,935 2,284 57,774 187 1,499 669 2,662 19.7 22.1

計 単 式 学 級 複 式 学 級 特別支援学級

-14-



（３）児童数

　児童数は６１，９３５人（男子３１，８１３人、女子３０，１２２人）で、前年度より１，８９１人

（３．０％）減少している。（表２３）

　特別支援学級の児童数は２，６６２人で、前年度より１３６人（５．４％）増加している。（表２４）

　　　　　

表２３　学年別児童数

（小学校）　　　

表２４　特別支援学級児童数

（小学校）

（４）外国人児童数

　外国人児童数は１５８人で、前年度より９人（６．０％）増加している。（表２５）

表２５　外国人児童数

（小学校）　　　 

（注）「外国人」とは、日本の国籍を持たない者をいい、日本と外国の両方に国籍を有する者は日本人とする。

　　　　

病  弱 自 閉 症
区 分 計 知的障害 肢体不自由 ・ 弱  視 難  聴 言語障害 ・

身体虚弱 情緒障害
令和元年度 2,234 878 45 20 7 42 － 1,242
  ２   2,336 872 44 28 9 47 － 1,336
  ３   2,427 856 40 37 9 47 1 1,437
  ４   2,526 878 48 37 8 53 3 1,499
  ５   2,662 933 49 36 7 52 3 1,582

区 分 計 １学年 ２学年 ３学年 ４学年 ５学年 ６学年
令和元年度 67,363 10,718 10,883 11,446 11,297 11,420 11,599
  ２   66,289 10,564 10,727 10,866 11,442 11,284 11,406

  ３   65,000 10,095 10,583 10,735 10,866 11,433 11,288
  ４   63,826 10,191 10,080 10,572 10,719 10,850 11,414
  ５   61,935 9,586 10,204 10,058 10,558 10,698 10,831

男 31,813 4,888 5,339 5,245 5,437 5,441 5,463
女 30,122 4,698 4,865 4,813 5,121 5,257 5,368

令 和 令 和 令 和 令 和 令 和
元年度 2年度 3年度 4年度 ５年度

外国人児童数 114 123 139 149 158

区 分
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（５）教職員数

　教員数（本務者）は４，９３０人（男性１，７２３人、女性３，２０７人）で、前年度より７１人

（１．４％）減少している。（表２６）

　教員数（本務者）のうち、女性教員の占める比率は６５．１％で、前年度より０．４ポイント上昇

している。　（図３、参考表）

　本務教員１人当たりの児童数は１２．６人で、全国平均より１．７人少なくなっている。（表２７）

　公立学校における指導主事等の数は２３人で、前年度より１５人（３９．５％）減少している。

（表２８）

　休職等教員数は２５６人で、前年度より４１人（１９．１％）増加している。（表２９）

　職員数（本務者）は６４８人で、前年度より３人（０．５％）増加している。（表３０）

表２６　教員数（本務者）

（小学校）

表２７　本務教員１人当たりの児童数

（小学校）

（注）　本務教員１人当たりの児童数＝児童数計÷本務教員数計　　※小数点第２位四捨五入

図３　本務教員の男女別構成の推移（小学校） （参考表）本務教員に占める女性

　　　　　教員の比率（小学校）
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昭和30年度 40 50 60 平成７年度 17 27 令和５年度

男 性 教 員

女 性 教 員

計 教 頭 主幹教諭 指導教諭 教 諭 講 師
計 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

令和元年度 5,080 1,819 3,261 243 34 2 － 213 98 2 － － － 1,330 2,656 23 39 － 308 － 3 2 90 4 33
  ２   5,055 1,807 3,248 233 38 － － 208 96 2 － － － 1,341 2,677 19 36 1 309 － 2 2 88 1 2
  ３   5,032 1,789 3,243 222 46 － － 203 100 － － － － 1,346 2,649 15 43 1 309 － 1 2 95 － －
  ４   5,001 1,766 3,235 206 56 － － 198 100 － － － － 1,343 2,649 16 32 1 297 － － 2 97 － 4
  ５   4,930 1,723 3,207 195 66 － － 188 95 － － － － 1,321 2,611 16 37 1 296 － 2 2 96 － 4

栄養教諭
区 分

校 長 副校長 助教諭 養護教諭 養護助教諭

山 口 県 35.7 27.3 24.1 22.9 17.9 15.3 13.6 12.9 12.8 12.6
全   国 36.0 28.3 25.0 24.1 19.4 17.3 15.7 14.7 14.5 14.3

令 和 令 和
30 年 度 40 年 度 50 年 度 60 年 度 ７ 年 度 17 年 度 27 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度 ５ 年 度

区 分
昭 和 昭 和 昭 和 昭 和 平 成 平 成 平 成 令 和

区 分 山口県 全 国
昭和30年度 53.1 46.5

40 54.9 48.4
50 56.3 54.8
60 55.9 56.0

平成７   60.8 61.2
17 63.6 62.7
27 64.4 62.3

令和３   64.4 62.4
  ４   64.7 62.4
  ５   65.1 62.6
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表２８　指導主事等の数（公立のみ）

（小学校）

（注）１　「指導主事」とは、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第１８条第４項後段の規定により指導主事を充てられ

　　　　た者をいう。

　　　２　「教育委員会事務局等勤務者・その他」とは、学校に籍はあるが、教育委員会事務局・教育研究所・公民館・理科セ

　　　　ンター等に専ら勤務する者や国立大学附属学校へ派遣されている者をいう。

　　　３　「留学者」とは、国内又は外国の大学・教育研究所へ研修のため６か月以上継続して派遣されている者をいい、「海

　　　　外日本人学校派遣者」とは、長期研修出張の扱いで文部科学省の委嘱により、在外の日本人学校又は補習授業校に派遣

　　　　されている者をいう。

表２９　休職等教員数

（小学校）

（注）　令和２年度調査から「介護休業」の項目が追加されている。

表３０　職員数（本務者）

（小学校）

（注）１　国・公立校の私費負担職員は含まない。

　　　２　「負担法による者」とは、都道府県費負担に係る都道府県立学校の職員及び市町村立学校職員給与負担法による者を

　　　　いう。

　　　３　「警備員・その他」とは、学校警備員、ボイラー技師、寄宿舎指導員、その他の職員をいう。 

教 育 委 員 会 留 学 者・
区 分 計 指導主事 事 務 局 等 勤 海外日本人

務者･その他 学校派遣者
令和元年度 39 11 8 20
  ２   39 14 7 18
  ３   33 17 － 16
  ４   38 21 3 14
  ５   23 14 5 4

教員組合 職 務 上 育 児 介 護
事務専従者 の 負 傷 そ の 他 休 業 休 業

(公立のみ) ・ 疾 病
令和元年度 184 2 － 15 167 …
  ２   194 4 2 19 168 1
  ３   193 4 4 12 173 －
  ４   215 4 7 12 191 1
  ５   256 4 5 11 236 －

区 分 計

休    職

負担法による者
（公 立）

区 分 計 学校給食 警 備 員
事務職員 学校栄養職員 事務職員 養護職員 調  理 用 務 員 ・

従 事 員 そ の 他
令和元年度 619 295 20 13 4 161 64 62
  ２   605 295 24 17 1 150 59 59
  ３   615 296 14 17 2 150 70 66
  ４   645 295 13 15 3 149 81 89
  ５   648 285 15 18 2 144 81 103

そ の 他 の 者
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３　中学校

（１）学校数

　学校数は１６０校（本校１５８校、分校２校）で、前年度より１校減少している。（表３１）

表３１　設置者別学校数

（中学校）

（注）　休校中の学校を含む。また、国立及び私立には分校はない。

　生徒数別にみると、生徒数　１～４９人の学校が３３校（全学校数の２０．６％）、５０～９

９人の学校が２１校（同１３．１％）、３００～３９９人の学校が２０校（同１２．５％）、な

どとなっている。

　特別支援学級を置く学校は１２７校で、前年度より１校増加している。（表３２）

表３２　生徒数別学校数

（中学校）

　（注）　「特別支援学級」とは、知的障害者など学校教育法第８１条第２項各号に該当する生徒で編制されている学級をいう。

　１～ ５０～ １００～ １５０～ ２００～ ２５０～
区　分 ４９人 ９９人 １４９人 １９９人 ２４９人 ２９９人

実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％
令和元年度 165 100.0 10 6.1 34 20.6 17 10.3 22 13.3 9 5.5 11 6.7 16 9.7
　　２　　 164 100.0 11 6.7 35 21.3 15 9.1 23 14.0 6 3.7 13 7.9 15 9.1
　　３　　 161 100.0 11 6.8 34 21.1 13 8.1 22 13.7 9 5.6 13 8.1 13 8.1
　　４　　 161 100.0 11 6.8 34 21.1 17 10.6 18 11.2 11 6.8 14 8.7 8 5.0
　　５　　 160 100.0 10 6.3 33 20.6 21 13.1 16 10.0 9 5.6 16 10.0 8 5.0

３００～ ４００～ ５００～ ６００～ ７００～ ８００～ ９００人
区　分 ３９９人 ４９９人 ５９９人 ６９９人 ７９９人 ８９９人 以上

実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％
令和元年度 20 12.1 14 8.5 6 3.6 4 2.4 1 0.6 － － 1 0.6 131 79.4
　　２　　 21 12.8 13 7.9 4 2.4 6 3.7 1 0.6 － － 1 0.6 127 77.4
　　３　　 19 11.8 15 9.3 5 3.1 4 2.5 2 1.2 － － 1 0.6 125 77.6
　　４　　 22 13.7 12 7.5 7 4.3 4 2.5 2 1.2 － － 1 0.6 126 78.3
　　５　　 20 12.5 13 8.1 5 3.1 5 3.1 3 1.9 － － 1 0.6 127 79.4

特別支援学級を置
く学校数（再掲）

計 ０人

国 立 私 立
区　分 計 うち

分校 (本校) 計 県立 市立 町立 計 県立 市立 町立 (本校)
令和元年度 165 2 2 155 153 1 141 11 2 － 2 － 8
　　２　　 164 2 2 154 152 1 140 11 2 － 2 － 8
　　３　　 161 2 2 151 149 1 139 9 2 － 2 － 8
　　４　　 161 2 2 151 149 1 139 9 2 － 2 － 8
　　５　　 160 2 2 150 148 1 139 8 2 － 2 － 8

公　　　　立

公立計
本　　　校 分　　　校
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（２）学級数

　学級数は１，４３２学級で、前年度より３４学級（２．３％）減少している。

　編制方式別にみると、単式学級１，１１０学級、複式学級２学級、特別支援学級３２０学級で、前

年度と比較すると、単式学級は５２学級減少、複式学級は１学級減少、特別支援学級は１９学級増加

している。

　１学級当たりの生徒数は２３．３人で、全国平均より３．２人少ない。（表３３）

　収容人員別にみると、収容人員が３１～３５人の学級が４８８学級（全学校数の３４．１％）、７

人以下の学級が３５６学級（同２４．９％）、２６～３０人の学級が２４７学級（同１７．２％）

などとなっている。（表３４）

表３３　編制方式別学級数及び生徒数

（中学校）　　　

（注）１　「単式学級」とは、同学年の生徒で編制されている学級をいう。

　　　２　「複式学級」とは、２以上の学年の生徒で編制されている学級をいう。

　　　３　「特別支援学級」とは、学校教育法第81条第2項各号に該当する生徒で編成されている学級をいい、単式学級、複式学級

　　　　には含めない。

表３４　収容人員別学級数

（中学校）

８～ １３～ ２１～ ２６～ ３１～ ３６～ ４１人
区　分 １２人 ２０人 ２５人 ３０人 ３５人 ４０人 以上

実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％
令和元年度 1,478 100.0 314 21.2 39 2.6 89 6.0 130 8.8 417 28.2 485 32.8 4 0.3 － －
　　２　　 1,476 100.0 322 21.8 51 3.5 88 6.0 97 6.6 423 28.7 492 33.3 3 0.2 － －
　　３　　 1,465 100.0 323 22.0 48 3.3 83 5.7 100 6.8 383 26.1 518 35.4 10 0.7 － －
　　４　　 1,466 100.0 333 22.7 51 3.5 84 5.7 102 7.0 350 23.9 539 36.8 7 0.5 － －
　　５　　 1,432 100.0 356 24.9 47 3.3 67 4.7 88 6.1 247 17.2 488 34.1 139 9.7 － －

計 ７人以下

１学級当たりの
区　分 生　徒　数

学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 山口県 全　国
令和元年度 1,478 33,949 1,195 33,040 6 25 277 884 23.0 27.2
　　２　　 1,476 33,677 1,186 32,709 3 10 287 958 22.8 27.1
　　３　　 1,465 33,721 1,173 32,678 3 10 289 1,033 23.0 26.9
　　４　　 1,466 33,482 1,162 32,346 3 13 301 1,123 22.8 26.7
　　５　　 1,432 33,333 1,110 32,134 2 13 320 1,186 23.3 26.5

計 単 式 学 級 複 式 学 級 特別支援学級
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（３）生徒数

　生徒数は３３，３３３人（男子１７，００２人、女子１６，３３１人）で、前年度より１４９人（０

．４％）減少している。（表３５）

　特別支援学級の生徒数は１，１８６で、前年度より６３人（５．６％）増加している。（表３６）

　　　　　

表３５　学年別生徒数

（中学校）　　　　

表３６　特別支援学級生徒数

（中学校）

（４）外国人生徒数

　外国人生徒数は４６人で、前年度より６人（１１．５％）減少している。（表３７）

表３７　外国人生徒数

（中学校）　　　 

（注）「外国人」とは、日本の国籍を持たない者をいい、日本と外国の両方に国籍を有する者は日本人とする。

　　　　

病　　弱 自 閉 症
区　分 計 知的障害 肢体不自由 ・ 弱　　視 難　　聴 言語障害 ・

身体虚弱 情緒障害
令和元年度 884 329 13 7 2 11 － 522
　　２　　 958 346 19 11 － 10 － 572
　　３　　 1,033 374 20 12 － 12 － 615
　　４　　 1,123 379 15 12 － 15 － 702
　　５　　 1,186 407 14 10 1 21 － 733

区　分 計 １学年 ２学年 ３学年
令和元年度 33,949 11,266 11,114 11,569
　　２　　 33,677 11,324 11,255 11,098

　　３　　 33,721 11,142 11,324 11,255
　　４　　 33,482 11,015 11,135 11,332
　　５　　 33,333 11,164 11,023 11,146

男 17,002 5,706 5,586 5,710
女 16,331 5,458 5,437 5,436

令　和 令　和 令　和 令　和 令　和
元年度 2年度 3年度 4年度 5年度

外国人生徒数 30 35 28 52 46

区　分
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（５）教職員数

　教員数（本務者）は２，９０１人（男性１，５５９人、女性１，３４２人）で、前年度より８０人

（２．７％）減少している。（表３８）

　教員数（本務者）のうち、女性教員の占める比率は４６．３％で、前年度より０．２ポイント上昇

している。　（図４、参考表）

　本務教員１人当たりの児童数は１１．５人で、全国平均より１．３人少なくなっている。（表３９）

　公立学校における指導主事等の数は１８人で、前年度と同数となっている。（表４０）

　休職等教員数は７５人で、前年度より８人（１１．９％）増加している。（表４１）

　職員数（本務者）は２９７人で、前年度より３人（１．０％）減少している。（表４２）

表３８　教員数（本務者）

（中学校）

表３９　本務教員１人当たりの児童数

（中学校）

（注）　本務教員１人当たりの児童数＝児童数計÷本務教員数計　　※小数点第２位四捨五入

図４　本務教員の男女別構成の推移（中学校） （参考表）本務教員に占める女性

　　　　　教員の比率（中学校）
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％

昭和30年度 40 50 60 平成７年度 17 27 令和５年度

男 性 教 員

女 性 教 員

計 教　頭 主幹教諭 指導教諭 教　諭 講　師
計 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

令和元年度 3,021 1,657 1,364 130 12 － － 161 25 6 － － － 1,335 1,107 － 2 1 156 － － 1 34 23 28
　　２　　 3,008 1,637 1,371 129 12 1 － 157 24 2 － 2 － 1,328 1,128 2 1 1 156 － 3 1 37 14 10
　　３　　 2,996 1,631 1,365 127 11 3 － 153 25 3 － 1 1 1,333 1,127 1 1 1 152 － 1 1 37 8 10
　　４　　 2,981 1,608 1,373 128 11 2 － 143 33 2 － 1 1 1,314 1,116 － 2 － 155 － 2 1 36 17 17
　　５　　 2,901 1,559 1,342 131 9 2 － 126 34 2 － 2 1 1,282 1,094 1 4 － 156 － 1 1 34 12 9

栄養教諭
区　分

校　長 副校長 助教諭 養護教諭 養護助教諭

山 口 県 28.1 23.6 18.3 19.1 14.9 12.3 11.7 11.3 11.2 11.5
全 　 国 29.6 25.1 20.3 21.0 16.9 14.6 13.7 13.0 13.0 12.8

令 和 令 和
30 年 度 40 年 度 50 年 度 60 年 度 ７ 年 度 17 年 度 27 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度 ５ 年 度

区　分
昭 和 昭 和 昭 和 昭 和 平 成 平 成 平 成 令 和

区　分 山口県 全　国
昭和30年度 24.2 22.9

40 24.8 25.3
50 26.4 29.4
60 32.4 33.9

平成７　　 40.8 39.2
17 42.5 41.1
27 44.2 42.8

令和３　　 45.6 44.0
　　４　　 46.1 44.3
　　５　　 46.3 44.6
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表４０　指導主事等の数（公立のみ）

（中学校）

（注）１　「指導主事」とは、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第１８条第４項後段の規定により指導主事を充てられ

　　　　た者をいう。

　　　２　「教育委員会事務局等勤務者・その他」とは、学校に籍はあるが、教育委員会事務局・教育研究所・公民館・理科セ

　　　　ンター等に専ら勤務する者や国立大学附属学校へ派遣されている者をいう。

　　　３　「留学者」とは、国内又は外国の大学・教育研究所へ研修のため６か月以上継続して派遣されている者をいい、「海

　　　　外日本人学校派遣者」とは、長期研修出張の扱いで文部科学省の委嘱により、在外の日本人学校又は補習授業校に派遣

　　　　されている者をいう。

表４１　休職等教員数

（中学校）

（注）　令和２年度調査から「介護休業」の項目が追加されている。

表４２　職員数（本務者）

（中学校）

（注）１　国・公立校の私費負担職員は含まない。

　　　２　「負担法による者」とは、都道府県費負担に係る都道府県立学校の職員及び市町村立学校職員給与負担法による者を

　　　　いう。

　　　３　「警備員・その他」とは、学校警備員、ボイラー技師、寄宿舎指導員、その他の職員をいう。 

教 育 委 員 会 留 学 者・
区　分 計 指導主事 事 務 局 等 勤 海外日本人

務者･その他 学校派遣者
令和元年度 41 22 6 13
　　２　　 35 18 4 13
　　３　　 30 5 9 16
　　４　　 18 9 － 9
　　５　　 18 15 － 3

教員組合 職 務 上 育　児 介　護
事務専従者 の 負 傷 そ の 他 休　業 休　業

(公立のみ) ・ 疾 病
令和元年度 71 2 － 16 53 …
　　２　　 67 1 1 7 58 －
　　３　　 70 － 3 4 63 －
　　４　　 67 － 3 4 60 －
　　５　　 75 － 4 5 66 －

区　分 計

休　　　　職

負担法による者
（公　立）

区　分 計 学校給食 警 備 員
事務職員 学校栄養職員 事務職員 養護職員 調　　理 用 務 員 ・

従 事 員 そ の 他
令和元年度 297 159 10 18 1 43 51 15
　　２　　 300 161 6 16 － 42 48 27
　　３　　 303 162 4 13 － 44 46 34
　　４　　 300 159 4 11 － 47 49 30
　　５　　 297 158 5 10 － 42 51 31

そ　の　他　の　者
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７　特別支援学校

（１）学校数

　学校数は１４校（本校１３校、分校１校）で、前年度と同数となっている。（表５５）

　　

（２）学級数

　学級数は５４１学級で、前年度より６学級（１．１％）増加している。（表５５）

（３）在学者数

　在学者数は１，９４０人で、前年度より４２人（２．２％）増加している。（表５５）

（４）教職員数

　教員数（本務者）は１，２２６人で、前年度より２６人（２．２％）増加している。

　職員数（本務者）は１９５人で、前年度より２人（１．０％）増加している。（表５５）

表５５　学校数、学級数、在学者数及び教職員数

（特別支援学校）

（注）　（　）内の数字は、「分校」数で、再掲である。

在   学   者   数 教 員 数 職員数
区 分 学校数 学級数

令和元年度 14 (1) 526 1,806 1,192 614 4 551 467 784 1,198 93 145
2 14 (1) 521 1,796 1,188 608 2 579 465 750 1,190 106 194
3 14 (1) 517 1,834 1,200 634 5 581 509 739 1,177 105 203
4 14 (1) 535 1,898 1,240 658 2 607 519 770 1,200 114 193
5 14 (1) 541 1,940 1,294 646 3 635 529 773 1,226 133 195

高等部 本務者 兼務者 (本務者)計 男 女 幼稚部 小学部 中学部
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８　専修学校

（１）学校数

　学校数は４０校（公立３校、私立３７校）で、前年度より１校減少している。（表５６）

表５６　設置者別学校数

（専修学校）

（注）　すべて「本校」である。

（２）生徒数

　生徒数は４，２４２人（男子１，５６８人、女子２，６７４人）で、前年度より６０人（１．４％

加している。

　学科別では、医療関係２，３５８人（全生徒数の５５．６％）、文化・教養関係８６０人（同２０

．３％）、商業実務関係３４５人（同８．１％）などとなっている。（表５７）。

表５７　生徒数

（専修学校）

　

（３）教職員数

　教員数は１，７６０人（本務者３７７人、兼務者１，３８３人）で、前年度より１２人（０．７％）

減少している。

　男女別では、男性教員が９６２人、女性教員が７９８人で、女性教員の占める比率は４５．３％と

なっている。

　教員のうち本務教員の占める比率は２１．４％で、本務教員のうち６２．１％を女性教員が占めて

いる。（表５８）

　職員数（本務者）は１２２人で、前年度より６人（５．２％）増加している。（表５９）

区 分 計 国 立 公 立

令和元年度 40 － 3 37 7 34
2 42 － 3 39 7 36
3 41 － 3 38 7 35
4 41 － 3 38 8 34
5 40 － 3 37 8 34

私 立
（再掲）

高等課程を
置く学校

専門課程を
置く学校

学       科       別
区 分 計 工 業 農 業 医 療 衛 生 教育社会 商業実務 服 飾 ・ 文 化 ・

関 係 関 係 関 係 関 係 福祉関係 関  係 家政関係 教養関係
令和元年度 4,678 1,752 2,926 142 63 2,669 178 169 473 52 932

2 4,391 1,559 2,832 145 63 2,582 188 173 483 46 711
3 4,257 1,482 2,775 191 62 2,558 216 162 429 53 586
4 4,182 1,454 2,728 230 59 2,488 265 144 407 52 537
5 4,242 1,568 2,674 222 57 2,358 211 127 345 62 860

高 等 課 程 411 144 267 － － 170 － 50 130 61 －
専 門 課 程 3,599 1,253 2,346 222 57 2,188 211 77 215 1 628
一 般 課 程 232 171 61 － － － － － － － 232

女男
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表５８　教員数

（専修学校）

表５９　職員数（本務者）

（専修学校）

９　各種学校

（１）学校数

　学校数は３７校（すべて私立）で、前年度より１校減少している。（表６０）

表６０　設置者別学校数

（各種学校）

（注）　すべて「本校」である。

（２）生徒数

　生徒数は２，５６０人（男子１，５９２人、女子９６８人）で、前年度より２６１人（９．３％）

している。

　課程別では、自動車操縦２，４６２人（９６．２％）、医療関係５４人（２．１％）、外国人学校

２５人（１．０％）などとなっている。（表６１）

本  務  者 兼  務  者
計

令和元年度 1,935 1,042 893 403 153 250 1,532 889 643
2 1,903 1,013 890 400 154 246 1,503 859 644
3 1,828 994 834 405 156 249 1,423 838 585
4 1,772 976 796 397 151 246 1,375 825 550
5 1,760 962 798 377 143 234 1,383 819 564

計 男 女
区 分

男 女 計 男 女

区 分 計 男 女
令和元年度 106 33 73

2 104 37 67
3 112 39 73
4 116 44 72

5 122 45 77

区 分 計 国 立 公 立 私 立
 

令和元年度 42 － － 42
2 41 － － 41
3 38 － － 38
4 38 － － 38
5 37 － － 37

-31-



表６１　生徒数

（各種学校）

（３）教職員数

　教員数は４６６人（本務者３０３人、兼務者１６３人）で、前年度より２人（０．４％）増加し

ている。

　男女別では、男性教員が３５７人、女性教員が１０９人で、女性教員の占める比率は２３．４％と

なっている。

　教員のうち本務教員の占める比率は６５．０％で、本務教員のうち８６．１％を男性教員が占めて

いる。（表６２）

　職員数（本務者）は１１０人で、前年度より８人（６．８％）減少している。（表６３）

表６２　教員数

（各種学校）

表６３　職員数（本務者）

（各種学校）

課       程       別
区 分 計 医 療 家 政 文 化 ・ 自動車 外国人

関 係 関 係 教養関係 操 縦 学 校
令和元年度 2,862 1,731 1,131 151 21 33 2,629 28

2 2,612 1,544 1,068 146 20 35 2,385 26
3 3,139 1,928 1,211 109 3 52 2,954 21
4 2,821 1,721 1,100 91 4 37 2,664 25
5 2,560 1,592 968 54 1 18 2,462 25

男 女

本  務  者 兼  務  者
計

令和元年度 561 406 155 321 270 51 240 136 104
2 562 408 154 314 266 48 248 142 106
3 496 374 122 309 267 42 187 107 80
4 464 357 107 306 264 42 158 93 65
5 466 357 109 303 261 42 163 96 67

男 女女 計
区 分

男 女 計 男

区 分 計 男 女
令和元年度 95 32 63

2 108 36 72
3 120 41 79
4 118 38 80

5 110 35 75
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Ⅲ　卒業後の状況調査

１　中学校卒業者

（１）概　　要

　令和５年３月の中学校卒業者数は１１，３０６人（男子５，７９１人、女子５，５１５人）で、

前年度より５７人（０．５％）増加している。

　卒業者を状況別にみると、高等学校等進学者１１，１００人（全卒業者数の９８．２％）、専修

    学校（高等課程）進学者８０人（同０．７％）、専修学校（一般課程）等入学者１３人（同０．１

   ％）、就職者等１５人（同０．１％）、不詳・死亡の者０人などとなっている。

表６４　状況別卒業者数
（中学校卒業者）

（注）１　「高等学校等進学者」とは、高等学校の本科（全日制・定時制・通信制）・別科、中等教育学校後期課程の本科・別科、

　　　　高等専門学校、特別支援学校高等部の本科・別科へ進学した者をいう。また、進学しかつ就職した者を含む。

　　　２　「専修学校（高等課程）進学者」とは、専修学校の高等課程（中学校卒業程度を入学資格とする課程）へ進学した者を

　　　　いう。また、進学しかつ就職した者を含む。

　　　３　「専修学校（一般課程）等入学者」とは、専修学校の一般課程又は各種学校（予備校等）へ入学した者をいう。また、

　　　　入学しかつ就職した者を含む。

　　　４　「公共職業能力開発施設等入学者」とは、公共職業能力開発施設等へ入学した者をいう。また、入学しかつ就職した者

　　　　を含む。

　　　５　「就職者等」のうち、「自営業主等」とは、個人経営の事業を営んでいる者及び家族の営む事業に継続的に本業として

　　　　従事する者をいう。「常用労働者」のうち「無期雇用労働者」とは、雇用契約期間の定めのない者として就職した者、

　　　　「有期雇用労働者」とは、雇用契約期間が１か月以上で期間の定めのある者をいう。

　　　６　「臨時労働者」とは、雇用期間が１か月未満で期間に定めのある者をいう。

　　　７　「左記以外の者」とは、家事手伝いをしている者、外国の高等学校等に入学した者、上記Ａ～Ｅに該当しない者で進路

　　　　が未定であることが明らかな者をいう。

　　　８　「就職者」とは、「就職者等（左記Ａ～Ｄを除く）」の「自営業主等」及び「無期雇用労働者」、「有期雇用労働者」

　　　　の「うち雇用契約期間が一年以上、かつフルタイム勤務相当の者」、「左記Ａ～Ｄのうち就職している者」である。

　　　９　「高等学校等進学率」とは、卒業者のうち「高等学校等進学者」の占める割合で、「卒業者に占める就職者の割合」と

　　　　は、卒業者のうち「就職者」の占める割合である。

図７　卒業後の状況（中学校卒業者）

就職者等 （左記Ａ～Ｄを除く）Ｅ

Ｆ Ｇ （％） （％）
平成31年 3月 7 97 1 35 2 98.4 0.3
令和２    4 92 6 42 － 98.3 0.4
  ３    13 85 1 29 3 98.1 0.3
  ４    3 109 － 22 － 98.0 0.2
  ５    1 99 － 12 － 98.2 0.1

男  1 59 － 11 － 98.0 0.2
女  － 40 － 1 － 98.3 0.0

区 分

5,791

11,306
11,249

5,515

11,107

常用労働者

臨 時
労働者

Ｄ

公共職業能
力開発施 設
等 入 学 者

専修学校
(一般課程)
等入学者

専修学校
(高等課程)

進学者
計

自営業主等

Ａ Ｂ Ｃ

高等学校
等進学者

12 18
11,419 36 11 － 15 24

11,815
11,611

無期雇用労
働者

11,624 32 17 2

11,023 74 16 1 6 13
10,899 53 27 3 15 10

11,100 80 13 1 4 6

5 － 1 －
5,677 34 8 1 3 6
5,423 46

2
－－

2

2

3
3
1
3
2

卒業者
に占め
る就職
者の割

合

高 等
学校等
進学率

就職者

左記Ａ～
Ｄのうち
就職して
いる者

4
1
4
5

左記
以外
の者

不詳
・

死亡
の者

うち雇用契約期
間が一年以上、
かつフルタイム
勤務相当の者

有期雇用労働者

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和 5

27

17

平成 7

60

50

40

昭和30年 3月
高等学校等進学者

就職者（就職進学者を含まない）

専修学校（高等課程）進学者、専修学校

（一般課程）等入学者及び公共職業能力

開発施設等入学者(※)
その他

※昭和50年以前は「上記以外の者」に含む。

（ただし、これらの学校等へ進学・入学して

就職している者は「就職者」に含む。）
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（２）高等学校等進学者

　高等学校等進学者数は１１，１００人（男子５，６７７人、女子５，４２３人）で、前年度より

７７人（０．７％）増加している。（表６４）

　高等学校等進学率は９８．２％で、前年度より０．２ポイント上昇している。

　男女別に進学率をみると、男子９８．０％、女子９８．３％となっており、女子の進学率が男子

を上回っている。

　全国の進学率は９８．７％で、本県と比較すると、全国が０．５ポイント上回っている。（表６５、

図８、統計表第１６表）

　高等学校等進学者の内訳をみると、高等学校（本科）の全日制課程１０，０１７人（高等学校等

進学者数の９０．２％）、定時制課程１９７人（同１．８％）、通信制課程３６４人（同３．３％

）、高等専門学校４２７人（同３．８％）、特別支援学校高等部（本科）９５人（同０．９％）と

なっている。

　高等学校等進学者のうち、他県への進学者は４２９人（高等学校等進学者数の３．９％）となっ

ている。（統計表第１９表）

表６５ 　高等学校等進学率

（中学校卒業者）（％）　　　

（注）　昭和３０年、４０年、５０年３月は、高等学校通信制課程（本科）への進学者を含めない数値である。

 

図８　高等学校等進学率及び就職者の割合の推移（中学校卒業者）

 

　　（注）　昭和５８年以前の高等学校等進学率は、高等学校通信制課程（本科）への進学者を含まないものである。
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　高等学校（本科）、中等教育学校後期課程（本科）、高等専門学校及び特別支援学校高等部（本科）

への入学志願者数は１０，８０９人で、全卒業者数に占める割合は９５．６％となっている。

　このうち、これらの学校へ進学した者の数は１０，７３６人で、入学志願者のうち進学した者の割合

は９９．３％となっている。（表６６、統計表第１９表）

表６６　高等学校（本科）、中等教育学校後期課程（本科）、高等専門学校及び特別支援学校高等部（本科）

　　　　への入学志願及び進学状況（令和５年３月） （中学校卒業者）　　　

（３）就職状況

　就職者（就職進学者を含む。）は１２人（男子１１人、女子１人）で、前年度より１０人（４５．５

％）減少している。（表６４）

　全卒業者数のうち就職者総数の占める比率は０．１％で、前年度より０．１ポイント下落しており、

男女別にみると、男子０．２％、女子０．０％となっている。

　全国の卒業者に占める就職者の割合は０．２％で、本県と比較すると、全国が０．１ポイント上回っ

ている。（表６７、図８、統計表第１６表）

表６７　卒業者に占める就職者の割合

（中学校卒業者）（％）　

特別支援学校高等部（本科）

高 等 専 門 学 校

中等教育学校後期課程（本科）

高等学校（本科）定時制
高等学校（本科）全日制

計

入 学 志 願 者 数
区  分

5,239 10,736 5,530 5,20610,809
計Ａ

進  学  者  数

男 女 計Ｂ 男 女
5,570

入学志願者のうち
進学した者の割合

 Ｂ/Ａ（％）

99.1
－

96.6
99.4
99.3

99.071 25 95 71 24

－ － － － －
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5,093 4,985

431
－
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10,078 10,017 5,061 4,956
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1.9
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0.71.3

2.6
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　就職者を県内・県外別にみると、県内就職者１１人（就職者総数の９１．７％）、県外就職者１人

（８．３％）で、県内就職者の割合は、前年度より９．９ポイント上昇している。（表６８、表７０、

表７１、図９）

表６８　県内・県外別就職状況  

（中学校卒業者）　　　

図９　県内・県外就職者の割合の推移（中学校卒業者）

　就職者数を産業別にみると、第２次産業（「鉱業、採石業、砂利採取業」、「建設業」、「製造

業」）８人（就職者総数の６６．７％）、第３次産業（「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報

通信業」、「運輸業、郵便業」、「卸売業、小売業」、「金融業・保険業」、「不動産業、物品賃

貸業」、「学術研究、専門・技術サービス業」、「宿泊業、飲食サービス業」、「生活関連サービ

ス業、娯楽業」、「教育、学習支援業」、「医療、福祉」、「複合サービス事業」、「サービス業

（他に分類されないもの）」、「公務（他に分類されるものを除く）」）２人（同１６．７％）、

第１次産業（「農業、林業」、「漁業」）１人（同８．３％）、左記以外の者１人（同８．３％）

となっている（表６９、表７０、表７１）
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表６９　産業別就職者数

（中学校卒業者）

 

図１０　産業別就職者数の構成比（令和５年３月）（中学校卒業者）

表７０　産業別県内就職者数 表７１　産業別県外就職者数

（中学校卒業者） （中学校卒業者）
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２　高等学校（全日制課程・定時制課程）卒業者

（１）概　　要

　令和５年３月の高等学校（全日制課程・定時制課程）卒業者数は９，９８０人（男子５，０８１

人、女子４，８９９人）で、前年度より２８０人（２．７％）減少している。

  　卒業者を状況別にみると、大学等進学者４，６８４人（全卒業者数の４６．９％）、専修学校

（専門課程）進学者１，５７７人（同１５．８％）、専修学校（一般課程）等入学者６２６人（同

 ６．３％）、公共職業能力開発施設等入学者８０人（同０．８％）、就職者等２，７３０人（同２

   ７．４％）、不詳・死亡の者０人となっている。

  　なお、「大学等進学者」、「専修学校（専門課程）進学者」、「専修学校（一般課程）等入学

 者」及び「公共職業能力開発施設等入学者」のうち就職している者（以下、「就職進学者」とい

う。）は３人となっている。（表７２、表７３、図１１）

表７２　状況別卒業者数

（高等学校卒業者）

（注）１　「大学等進学者」とは、大学の学部・通信教育部・別科、短期大学の本科・通信教育部・別科、放送大学（全科履修生）、

　　　　高等学校・特別支援学校高等部の専攻科へ進学した者をいう。また、進学しかつ就職した者を含む。

　　　２　「専修学校（専門課程）進学者」とは、専修学校の専門課程（高等学校卒業程度を入学資格とする課程）へ進学した者

　　　　をいう。また、進学しかつ就職した者を含む。

　　　３　「専修学校（一般課程）等入学者」とは、専修学校の一般課程及び高等課程又は各種学校（予備校等）に入学した者を

　　　　いう。また、入学しかつ就職した者を含む。

　　　４　「公共職業能力開発施設等入学者」とは、公共職業能力開発施設等へ入学した者をいう。また、入学しかつ就職した者

　　　　を含む。

　　　５　「就職者等」のうち、「自営業主等」とは、個人経営の事業を営んでいる者及び家族の営む事業に継続的に本業として

　　　　従事する者をいう。「常用労働者」のうち「無期雇用労働者」とは、雇用契約期間の定めのない者として就職した者、

　　　　「有期雇用労働者」とは、雇用契約期間が１か月以上で期間の定めのある者をいう。

　　　６　「臨時労働者」とは、雇用期間が１か月未満で期間に定めのある者をいう。

　　　７　「左記以外の者」とは、家事手伝いをしている者、外国の大学等に入学した者、上記Ａ～Ｅに該当しない者で進路が未

　　　　定であることが明らかな者をいう。

　　　８　「就職者」とは、「就職者等（左記Ａ～Ｄを除く）」の「自営業主等」及び「無期雇用労働者」、「有期雇用労働者」

　　　　の「うち雇用契約期間が一年以上、かつフルタイム勤務相当の者」、「左記Ａ～Ｄのうち就職している者」である。

　　　９　「大学等進学率」とは、卒業者のうち「大学等進学者」の占める割合で、「卒業者に占める就職者の割合」とは、卒業

　　　　者のうち「就職者」の占める割合である。

　　　10　平成31年3月までの就職者の割合は、それまでの計算方法により表した数値であるため、令和2年以降のものとは異なる。
　　　　

図１１　卒業後の状況（高等学校卒業者）
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表７３　学科別状況別卒業者数（令和５年３月）

（高等学校卒業者）

（２）大学等進学者

  　大学等進学者数は４，６８４人（男子２，１５７人、女子２，５２７人）で、前年度より１０

人（０．２％）増加している。

　大学等進学率は４６．９％で、前年度より１．３ポイント上昇している。

　男女別に進学率をみると、男子４２．５％、女子５１．６％となっており、昭和４８年以降、

女子の進学率が男子を上回っている。（表７２、統計表第１７表）

　全国の大学等進学率は６０．８％で、前年度より１．３ポイント上昇している。

　本県の大学等進学率は、昭和４５年以降毎年全国平均を上回っていたが、平成６年以降３０年

連続して全国平均を下回っている。（表７４、図１２、統計表第１７表）

表７４　大学等進学率

（高等学校卒業者）（％）　　　

（注）昭和３０年、４０年、５０年３月は、大学・短期大学の通信教育部への進学者を含めない数値である。
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図１２　大学等進学率及び卒業者に占める就職者の割合の推移（高等学校卒業者）

％

　

 

 

 

　　（注）　昭和５８年以前の大学等進学率は、大学・短期大学の通信教育部への進学者を含まないものである。

　大学等進学者の内訳をみると、大学（学部）４，１４０人（大学等進学者数の８８．４％）、短

期大学（本科）４１３人（同８．８％）などとなっており、男女別にみると、男子では大学（学部

）への進学者が男子進学者数の９７．１％を占め、女子では大学（学部）への進学者が女子進学者

数の８１．０％を占めている。（表７５、統計表第２０表）

表７５　大学・短期大学等への進学者数

（高等学校卒業者）
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全国・就職者の割合

昭和25年
3月

大学等進学率

就職者の割合

大　　学 短期大学 大学･短期大学 大　　学 高等学校 特別支援学校
区　分 計 の通信教育部 短期大学 高等部

（学　部） （本　科） 及び放送大学 （別　科） （専攻科） （専攻科）
平成31年 3月
令和２　　　
　　３　　　
　　４　　　
　　５　　　

男   
女   

4,039 555 － － 134

2,527
2,157

4,684
4,674
4,643
4,899

4,140 413 5 － 126 －
4,065 490 7 1 111 －
4,037 487 3

－
4,278 500 1 1 119 －

4,728

2,046 366 1 － 114 －
2,094 47 4 － 12 －

－ 116 －

－40－



　大学（学部）・短期大学（本科）への入学志願者数は４，８９５人で、卒業者に占める割合は、

４９．０％となっている。

　このうち、大学（学部）・短期大学（本科）へ進学した者の数は４，５５３人で、入学志願者の

うち進学した者の割合は９３．０％となっており、男子８９．９％、女子９５．９％と、女子の割

割合が高くなっている。（表７６、統計表第２０表）

表７６　大学（学部）・短期大学（本科）への入学志願及び進学状況（令和５年３月）

（高等学校卒業者）　　

（参考表）過年度高卒者を含めた県内高等学校卒業者の県内・県外別大学・短期大学入学者数

（注）大学・短期大学入学者には、過年度高卒者等を含む。

（３）専修学校（専門課程）進学者、専修学校(一般課程)等入学者及び公共職業能力開発施設等入学者

　専修学校（専門課程）進学者数は１，５７７人（男子５８８人、女子９８９人）で、前年度

より１９２人（１０．９％）減少している。

　専修学校（一般課程）等入学者数は６２６人（男子３４９人、女子２７７人）で、前年度より

１７人（２．８％）増加し、公共職業能力開発施設等入学者数は８０人（男子７１人、女子９人）

で、前年度より１２人（１７．６％）増加している。

　卒業者数のうち、専修学校（専門課程）進学者、専修学校（一般課程）等入学者及び公共職業

能力開発施設等入学者の占める割合は２２．９％で、前年度より０．９ポイント下落している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表７７）

入　学　志　願　者　数 進　学　者　数

計 Ａ 男 女 計 Ｂ 男 女

計
大　　学(学部)
短期大学(本科)

区　分

366

2,412
2,333 2,148 4,140 2,094 2,046

414
4,481

48 366 413 47

4,553 2,1414,895 2,381 2,514

99.8
92.4
93.0

入学志願者のうち
進学した者の割合
Ｂ／Ａ（％）

県内高卒者 県外大学・短期大学 県内大学・短期大学 県外高卒者 県内大学・
の大学・短 等の県内大 短期大学入
期大学への 学・短期大 学者に占め
入学者数 学入学者数 る県外高卒

者等の割合
Ａ＋Ｂ Ａ A/(A+B)(%) Ｂ B/(A+B)(%) Ｃ Ａ－Ｃ C/(B+C)(%)

昭和50年度
　　60　　
平成７　　
　　17　　
　　27　　

令和元　　
　　２　　
　　３　　
　　４　　
　　５　　

大　　　　　学
短　期　大　学

区　分

496
4,983

5,479

差　　引
流出者数

2,306 24.0 2,311 5,005

5,378
5,251
5,748
5,576

5,728

入学率入学者数入学率入学者数

7,752
9,622 7,316 76.0

6,980
9,822

5,219
4,087 71.4 1,641 28.6

74.8 1,761 25.2

2,729 59.5
7,155 72.8 2,667 27.2 5,039 2,116 65.4
5,718 73.8 2,034 26.2 2,989

3,713 70.7 1,538 29.3 3,136 577 67.1
4,069 70.8 1,679 29.2 3,276 793
3,968 71.2

3,329
3,274

1,608 28.8 3,384 584 67.8

3,799 76.2 1,184 23.8 3,125 674 72.5

66.0
3,976 72.6 1,503 27.4 3,193 783 68.0
3,768 70.1 1,610 29.9 3,120 648

177 35.7 319 64.3 68 109

66.1

67.0
1,945 65.0

17.6

758

50.1

－41－



表７７　専修学校（専門課程）進学者、専修学校(一般課程)等入学者及び公共職業能力開発

　　　　施設等入学者の数

（高等学校卒業者）

（注）　卒業後の状況調査において、専修学校等の調査項目は昭和５１年度調査から新設された。

（４）就職状況

　就職者（就職進学者を加えた全就職者数）は２，７２１人（男子１，７６０人、女子９６１人）

で、前年度より１５２人（５．３％）減少している。

　卒業者に占める就職者の割合は２７．３％で、前年度より０．７ポイント低下しており、男女別

にみると、男子３４．６％、女子１９．６％となっている。

　また、本県の卒業者に占める就職者の割合は、昭和３７年以降、全国平均を上回っている。

（表７２、表７８、図１２、統計表第１７表）　

表７８　卒業者に占める就職者の割合

（高等学校卒業者）（％）　　　

専修学校 専修学校（一般課程）等入学者 公共職業  全卒業者数の

計 (専門課程) 専修学校 能力開発  うち、計(A+

進 学 者 計 (一般課程･ 各種学校 施設等入  B+C)の占める

Ａ＋Ｂ＋Ｃ Ａ Ｂ  高等課程) 学者　Ｃ  割合　（％）

昭和51年度
　　60　　
平成７　　
　　17　　
　　27　　

令和元　　
　　２　　
　　３　　
　　４　　
　　５　　

男 
女 

区　分

585
768 53

313 272 65

297 493 79

1,074 2,250 156
424 675 148

1,512 … … …
93 1,530 881,466

790
1,099
3,324
1,623

……

2,503
2,811

5,983
4,058
2,766 1,897

3,177

2,579
2,504

1,758
1,854
1,706
1,769
1,577

256 93 71
233 44 9

489 137 80

386 282 85
438 171 68

362 406

277
349

2,459
2,446
2,283

1,008
1,275

588
989

626
609
668

26.0
19.8

22.9
23.8
23.4
22.6
23.5

24.3
28.2
29.6
17.9
7.6

山　　口　　県 全　　　　　国
計 男 女 計 男 女

昭和30年 3月
　　40　　　
　　50　　　
　　60　　　
平成７　　　
　　17　　　
　　27　　　

　　31　　　
令和２　　　
　　３　　　
　　４　　　
　　５　　　

区　分

30.1
26.1
32.0
45.6
46.2
62.0
47.8 40.7

45.1

47.6 54.1 38.6
61.0 62.9 60.4 57.9 62.9

27.3
28.0
29.9
30.9
30.9

53.8

45.1

35.9

37.7

39.8

28.1 25.6 27.9 23.4
31.4 20.8 17.4 19.8 14.9

47.3 44.6 41.1 48.0
46.1 41.1 38.7 43.4

22.3 17.7 21.5 13.8
39.0 22.6 17.4 21.2 13.5

22.6 17.8 21.5 14.1

37.8 22.3 15.7 19.5 11.9
35.6 20.2 14.7 18.3 11.1
34.6 19.6 14.2 17.7 10.6

－42－



　就職者を県内・県外別にみると、県内就職者２，２６４人（就職者総数の８３．２％）、

県外就職者４５７人（１６．８％）で、県内就職者の割合は、前年度より０．２ポイント上

昇している。（表７９、表８２、表８３、図１３）

表７９　県内・県外別就職状況

（高等学校卒業者）　　

図１３　県内・県外就職者の割合の推移（高等学校卒業者）

　

38.6
29.8 29.1 30.7 32.4
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％
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県　　内 県　　外

区　分 就職者 就職者
県内就職者

の割合
（％）

就職者
県外就職者

の割合
（％）

昭和40年 3月
　　 50　　　
　　 60　　　
平成７　　　
　　 17　　　
　　 27　　　

　　31　　　
令和２　　　
　　３　　　
　　４　　　
　　５　　　

61.4 5,780 38.6
70.9 2,768 29.1
67.6

9,205
6,743
5,471

83.2 457 16.8
2,873
3,144
3,421
3,395

14,985

4,980

82.2 559 17.8
83.0 487 17.0

2,585
2,386
2,264

2,978
3,421
3,746
6,479
8,094
9,511

2,721

2,623 32.4
76.9 1,499 23.1
79.5 768 20.5

2,792

2,752
2,818

81.1 643 18.9
82.4 603 17.6

81.6 629 18.4

－43－



　就職者数を職業別にみると、生産工程従事者１，２９７人（就職者総数の４７．７％）、事務従事

者３６４人（同１３．４％）、サービス職業従事者３０１人（同１１．１％）などとなっている。

　男女別にみると、男子では生産工程従事者が１，０５５人で最も多く、男子就職者総数の５９．９

％を占め、女子では事務従事者２９７人（女子就職者総数の３０．９％）が最も多く、次いで生産工

程従事者２４２人（同２５．２％）となっている。　（表８０、図１４）

表８０　職業別就職者数

（高等学校卒業者）

図１４　職業別就職者数の構成比（令和５年３月）（高等学校卒業者）
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区　分 計 技術的職 職　業 職　業 漁　業 工　程 機械運転 採　掘 清掃等 以　外

業従事者 従事者 従事者 従事者 従事者 従事者 従事者 従事者 従事者 従事者 のもの
実　　　数

平成31年 3月
令和２　　　
　　３　　　
　　４　　　
　　５　　　

男   
女   

構成比（％）
平成31年 3月
令和２　　　
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　　５　　　
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1,6173,395 288 431 208 336 149
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2,873
3,144
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4.4 0.5 47.6 2.2 3.2

242 5 9

100.0 8.5 12.7 6.1 9.9

58 297 71 219 37 5

100.0 8.2 13.4 3.9 11.1 4.4 1.1 47.7 2.8
4.3 0.6 44.8 2.8 4.8 1.9
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　就職者総数を産業部門別にみると、第２次産業（「鉱業、採石業、砂利採取業」、「建設業」、

「製造業」）１，６２５人（就職者総数の５９．７％）、第３次産業（「電気・ガス・熱供給・

水道業」、「情報通信業」、「運輸業、郵便業」、「卸売業、小売業」、「金融業・保険業」、

「不動産業、物品賃貸業」、「学術研究、専門・技術サービス業」、「宿泊業、飲食サービス業」、

「生活関連サービス業、娯楽業」、「教育、学習支援業」、「医療、福祉」、「複合サービス事業」、

「サービス業（他に分類されないもの）」、「公務（他に分類されるものを除く）」）１，０４７人

（同３８．５％）、第１次産業（「農業、林業」、「漁業」）２７人（同１．０％）などとなって

いる。

　産業分類別にみると、「製造業」１，４２２人（就職者総数の５２．３％）、「建設業」２０３人

   （同７．５％）、「公務（他に分類されるものを除く）」１８３人（同６．７％）などとなっている。

　男女別にみると、男子は「製造業」１，１０７人（男子就職者総数の６２．９％）、女子は「製造

業」３１５人（女子就職者総数の３２．８％）であり、男女共に最も割合が高くなっている。

（表８１、表８２、表８３）

表８１　産業別就職者数

（高等学校卒業者）

　

第１次産業 第２次産業 第  ３  次  産  業

就職者 計 農業、
林業

漁業 計

鉱業、
採石
業、
砂利
採取業

建設業 製造業 計

電気・
ガス・
熱供給・
水道業

情 報
通信業

運輸
業、
郵便業

卸売
業、小
売業

金融業・
保険業

不動産
業、物
品賃貸
業

学術研
究、専
門・技術
サービス
業

宿泊
業、飲
食サービ
ス業

生活関
連サービ
ス業、娯
楽業

教育、
学習支
援業

医療、
福祉

複合サー
ビス事業

サービス
業(他に
分類
されない
もの)

公務
(他に分
類

されるも
の
を除く)

左記
以外の
もの

実　数
平成31年 3月 3,395 15 12 3 1,945 2 215 1,728 1,410 36 20 174 258 79 16 56 86 100 6 217 64 79 219 25
令和２　　　 3,421 11 5 6 1,891 4 203 1,684 1,494 40 32 190 282 64 7 70 125 106 4 166 76 81 251 25
　　３　　　 3,144 8 7 1 1,704 4 280 1,420 1,403 41 19 166 273 52 24 50 57 111 4 257 52 71 226 29
　　４　　　 2,873 17 11 6 1,632 3 225 1,404 1,207 37 15 139 230 36 7 43 79 103 3 186 47 77 205 17
　　５　　　 2,721 27 15 12 1,625 － 203 1,422 1,047 45 17 124 167 35 8 48 64 84 5 146 53 68 183 22

男   1760 21 9 12 1277 － 170 1107 453 33 7 95 62 2 3 26 17 18 2 26 6 36 120 9
女   961 6 6 － 348 － 33 315 594 12 10 29 105 33 5 22 47 66 3 120 47 32 63 13

構成比（％）
平成31年 3月 100.0 0.4 0.4 0.1 57.3 0.1 6.3 50.9 41.5 1.1 0.6 5.1 7.6 2.3 0.5 1.6 2.5 2.9 0.2 6.4 1.9 2.3 6.5 0.7
令和２　　　 100.0 0.3 0.1 0.2 55.3 0.1 5.9 49.2 43.7 1.2 0.9 5.6 8.2 1.9 0.2 2.0 3.7 3.1 0.1 4.9 2.2 2.4 7.3 0.7
　　３　　　 100.0 0.3 0.2 0.0 54.2 0.1 8.9 45.2 44.6 1.3 0.6 5.3 8.7 1.7 0.8 1.6 1.8 3.5 0.1 8.2 1.7 2.3 7.2 0.9
　　４　　　 100.0 0.6 0.4 0.2 56.8 0.1 7.8 48.9 42.0 1.3 0.5 4.8 8.0 1.3 0.2 1.5 2.7 3.6 0.1 6.5 1.6 2.7 7.1 0.6
　　５　　　 100.0 1.0 0.6 0.4 59.7 － 7.5 52.3 38.5 1.7 0.6 4.6 6.1 1.3 0.3 1.8 2.4 3.1 0.2 5.4 1.9 2.5 6.7 0.8

男   100.0 1.2 0.5 0.7 72.6 － 9.7 62.9 25.7 1.9 0.4 5.4 3.5 0.1 0.2 1.5 1.0 1.0 0.1 1.5 0.3 2.0 6.8 0.5
女   100.0 0.6 0.6 － 36.2 － 3.4 32.8 61.8 1.2 1.0 3.0 10.9 3.4 0.5 2.3 4.9 6.9 0.3 12.5 4.9 3.3 6.6 1.4

－45－



図１５　産業別就職者数の構成比（令和５年３月）（高等学校卒業者）

表８２　産業別県内就職者数 表８３　産業別県外就職者数

（高等学校卒業者） （高等学校卒業者）

第１次産業
1.2%

第２次産業
72.6%

第３次産業
25.7%

第１～３次
産業以外

0.5%

第１次産業
0.6%

第２次産業
36.2%

第３次産業
61.8%

第１～３次
産業以外

1.4%

男 女

第１次 第２次 第３次

産　業 産　業 産　業

実　　数

平成31年 3月
令和２　　　
　　３　　　
　　４　　　
　　５　　　

県内就職者の
割合(％)

区　　分

12 1,556 1,164 20

7 1,540 1,252 19

83.2

2,264

2,386

2,585

2,818

2,752

計
左記以外のも

の

18 1,338 890 18

0.7 49.2 32.7 0.7

6 1,363 1,192 24

14 1,331 1,029 12

第１次 第２次 第３次

産　業 産　業 産　業

実　　数

平成31年 3月
令和２　　　
　　３　　　
　　４　　　
　　５　　　

県外就職者の
割合（％)

区　　分 計
左記以外のも

の

643 3 389 246 5

487 3 301 178 5

457 9 287 157 4

603 4 351 242 6

559 2 341 211 5

16.8 0.3 10.5 5.8 0.1

－46－



　県外就職者の就職先を都道府県別にみると、広島県１５８人、福岡県６９人、東京都３９人、

愛知県３８人、大阪府３２人などとなっており、広島県のみで県外就職者の３４．６％を占めて

いる。（表８４）

表８４　県外就職者の都道府県別就職者数

（高等学校卒業者） 

　県外就職者（流出）数と県外から本県への就職者（流入）数を比べてみると、１１１人の流出超過

となっている。（表８５）

　本県に就職した者のうち、県外からの就職者の占める割合は１３．３％で、前年度より０．７ポイ

ント上昇している。（表８６）

表８５　県外就職者数と県外からの就職者数

（高等学校卒業者）　　　　

表８６　本県に就職した者のうち県外からの就職者の占める割合

（高等学校卒業者）　　　　

区　分 計 広島県 福岡県 東京都 愛知県 大阪府 兵庫県 神奈川県 千葉県 岡山県 その他

平成31年 3月
令和２　　　
　　３　　　
　　４　　　
　　５　　　

603 251 89 46 39 57 27 19 11

643 258 96 57 48 55 29 23 9

14 5 7

457 158 69 39 38 32

13 13

487 206 74 37 35 43 19

559 220 83 42 25 57 31 17

31 17 10 7

47

56

10

18 50

54

58

県　　外 県外からの 差　　引

区　分 就職者数 就職者数 流出者数
Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

昭和40年 3月
　　 50　　　
　　 60　　　
平成７　　　
　　 17　　　
　　 27　　　

令和３　　　
　　４　　　
　　５　　　

1,129

396

768
1,499
2,623
2,768
5,780

629
442 326
308 321

662 1,961
623 876

4,651
993 1,775

343 144
346 111

163

457
487
559

本　　県 県外からの

区　分 就職者数 就職者数
Ａ Ｂ Ｂ／Ａ（％）

昭和40年 3月
　　 50　　　
　　 60　　　
平成７　　　
　　 17　　　
　　 27　　　

令和３　　　
　　４　　　
　　５　　　

1,129 10.9
7,736 993 12.8

13.3

3,100 308 9.9

10,334

3,420 442 12.9
5,603 623 11.1
6,133 662 10.8

本県就職者に占

める県外からの

就職者の割合

2,610 346 13.3
2,729 343 12.6
2,981 396

－47－



　県外から本県への就職者数を出身都道府県別にみると、福岡県４２人、宮崎県４１人、鹿児島県

２７人などとなっている。

　地域別にみると、九州８県から本県への就職者数は１６６人（県外から本県への就職者数の４８

．０％）、中国４県からは５２人（同１５．０％）となっている。（表８７、図１６）

表８７　県外から本県への就職者数

（高等学校卒業者）

図１６　本県から県外へ及び県外から本県への就職者数（令和５年３月）（高等学校卒業者）

457人 346人

（注）地域ブロック別の区分

北海道・東北 … 北海道・青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島

関　　　東 …… 茨城・栃木・群馬・埼玉・千葉・東京・神奈川・山梨・長野

東海・北陸 …… 岐阜・静岡・愛知・三重・新潟・富山・石川・福井

近　　　畿 …… 滋賀・京都・大阪・兵庫・奈良・和歌山

中　　　国 …… 鳥取・島根・岡山・広島

四　　　国 …… 徳島・香川・愛媛・高知

九　　　州 …… 福岡・佐賀・長崎・熊本・大分・宮崎・鹿児島・沖縄

そ　の　他

九　　　州

四　　　国

中　　　国

近　　　畿

県外から本県への就職者（流入者）本県から県外への就職者（流出者）

東海・北陸

関　　　東

北海道・東北

9人

79人

7人

171人

74人

43人

72人

2人

050100150200250300

166人

26人

52人

13人

24人

29人

36人

0 50 100 150 200 250 300

区　分

平成31年 3月
令和２　　　
　　３　　　
　　４　　　
　　５　　　

13 22 7

392 20

11

5

8

367 30 43 25 30 19

8

343 38 50 18 28 14

6 15 5

396 40 62 32 26 18

8

7

40 33 38 31

7

15

香川県青森県長崎県佐賀県島根県広島県鹿児島県宮崎県福岡県計

16 16 15

4 21 10

346 42 41 27 21 18

その他

135

152

188

199

167

－48－



（付）大学、短期大学、高等専門学校の状況

表８８　大学の状況

（注）「学生数」には、学部学生のほか大学院、専攻科及び別科の学生並びに科目等履修生等を含む。

表８９　短期大学、高等専門学校の状況

（注）１　短期大学の「学生数」には、本科学生のほか専攻科及び別科の学生並びに科目等履修生等を含む。

　　　２　高等専門学校の「学生数」には，本科学生のほか専攻科の学生及び科目等履修生等を含む。

表９０　大学、短期大学卒業者の就職状況

　（注）１　「就職者」とは、自営業主等及び無期雇用労働者、有期雇用労働者のうち雇用契約期間が一年以上、かつ

　　　　　フルタイム勤務相当の者をいう。

　　　　２　平成３１年３月以前の「就職者」数は脚注１の計算方法と異なる方法で算出している。

学　　校　　数 学　　　生　　　数

うち学部
令和元年度
　　２　　
　　３　　
　　４　　
　　５　　

5,172 1,457
4 5 20,207 18,349

3,820 1,46310,180

教員数
(本務者)私　立公　立国　立

5,366 1,472

10,125 6,062 4,020 1,458
6,263

10,401 4,859 5,228 1,474
3 6 20,411 10,240 4,805

20,48863

10,140 4,875

4 5 20,263 18,247

18,546
18,427

1
1
1
1

10
10
10
10

区　分

3 6 20,187

18,449

計私　立公　立国　立計

110

短　　　期　　　大　　　学 高等専門学校
学　校　数 学　　生　　数 （国　　立）

教員数
うち本科 (本務者)

令和元年度
　　２　　
　　３　　
　　４　　
　　５　　 180

95 3 2,509 195
185
182

865 809 865 84 3
3 2,504

773 767 773 89 3 2,516

2,482

192
788 780 788
830 826 830 94 3 2,495

私　立計
教員数

(本務者) 学生数学校数

5
5
5
5
55

5
5
5

区　分

5

私　立計

807 804 807 89

大　　　　学 短　期　大　学

卒業者数 就職者 卒業者数 就職者

昭和55年 3月
　　60　　　
平成７　　　
　　17　　　
　　27　　　

令和３　　　
　　４　　　
　　５　　　

男　
女　 91.1

卒業者に占
める就職者
の割合(%)

1,916
2,044
2,423
2,223
2,501

2,773

285

1,987
2,174
3,189
1,093

420

339
348
339

26

1,506
1,671
2,130

873
355

75.8

3,620
3,753
3,677

3,901
2,660
2,995

1,488
1,507 31382.3

3,791
4,078

2,248
1,830

66.9
59.2
68.0

71.1
70.2
73.4

66.2

76.9
66.8
79.9

卒業者に占
める就職者
の割合(%)

区　分

2,471
2,707

77.5
75.5

292
302
306

21

84.5

86.1
86.8
90.3

80.8

－49－



－50－



統 計 表
















































































































